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第３章 基本目標と施策の展開 
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基本目標１ 若い世代・子育て世帯を支援する住まい・まちづくり 

若い世代や子育て世帯が、子育てに適した広さや設備の住宅を、持ち家や賃貸住宅から世帯の状況

に合わせて選択できるようにするとともに、必要な子育て支援サービスを利用しながら暮らせるよう

にします。 
 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 備考 

子育て世帯※における誘導居住面積 

水準＊達成率 

（※18 歳未満の者が含まれる世帯） 

53.6％ 

（2013・平 25） 

60.0％ 

（2028 年） 

 現状値：「平成 25年住宅・

土地統計調査」 

 目標値：「栃木県住宅マス

タープラン」準用 

 

【施策の展開】 

１．若い世代・子育て世帯向けの住宅供給 

（１）若い世代・子育て世帯が暮らしやすい住宅の確保 

遮音性や見守りし易い間取り・動線、安全性に配慮した住宅の仕様や設備など、子育てに適した住

宅の普及を図るとともに、若い世代・子育て世帯が市営住宅や民間賃貸住宅などに入居しやすい、住

み替えしやすい仕組みづくりに取り組んでいきます。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①若い世代・子育て世帯に適した住宅の普及 新規 注 市/事業者 

②市営住宅への若い世代・子育て世帯の優先入居制度の検討 新規 市 

③セーフティネット住宅の登録促進 新規 市/事業者 

④住み替え支援制度＊の情報提供・活用促進 

・マイホーム借り上げ制度の普及促進 新規 
市/事業者 

  注 新規は今回の見直しで新たに位置づけた取り組み（以降、同様） 

 ＊「資料６ 用語解説」参照（以降、同様） 

 

（２）子育て世帯に役立つ住宅情報の発信促進 

子育て支援に関する各種助成制度や、民間賃貸住宅、三世代居住、隣居・近居＊など、子育て世帯

に役立つ情報提供や、入居を拒まない住宅の情報提供等を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①切れ目ない子育て支援の情報提供 

・妊婦期～出産期～乳幼児期～幼少期における各種助成制度新規 

・三世代居住、隣居・近居＊など子育て世帯に役立つ情報の提供 

市 

②子育て世帯の入居を拒まない民間賃貸住宅の登録・情報提供等 

・セーフティネット住宅登録制度等の活用 新規 
市/事業者 

③子育て世帯の入居を拒まない民間賃貸住宅を扱う住宅関連事業者の情報提供 市/事業者 
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（３）持ち家取得の促進 

次世代を担う若い世代の定住を促進するため、補助制度等の活用により、子育て世帯の持ち家取得

を支援していきます。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

補助制度等の活用による持ち家取得の支援 

・若者・子育て世代定住促進住宅取得支援事業＊〔市〕新規 

・保留地購入資金融資制度＊〔市〕 

・とちぎ材の家づくり支援事業＊等の情報提供 

市 

 

２．子育てしやすい住環境の形成 

（１）子育て支援サービスの充実 

市と事業者との連携により、各種保育サービスや相談等の充実を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

子育て支援サービスの提供 新規 

・病児・病後児保育事業 

・延長保育事業 

・子育て支援センターの活用 

市/事業者 

 

（２）子育て支援施設の整備 

認定こども園等の子育て支援施設の整備促進に努め、保育の受け入れの拡大を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

子育て支援施設の整備促進 新規 市/事業者 
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基本目標２ 高齢者等が安心して暮らせる住まい・まちづくり 

高齢者、障がい者等が、身体の状況に応じた設備のある住宅で暮らせるために、適切な居住支援サ

ービスを利用しながら、住み慣れた地域で住み続けられるようにします。 
 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 備考 

高齢者を拒まない賃貸住宅登録戸数 

(サービス付き高齢者向け住宅) 

223戸 

(2018・平 30) 

390戸 

（2028 年） 

 現状値：「一般社団法人 高

齢者住宅協会」情報提供シ

ステム 

 目標値：増加率の維持 

高齢者等の居住する住宅の一定の 

バリアフリー化※率 新規 

（※住宅・土地統計調査における定義：

二箇所以上の手すり設置又は屋内の段差

解消） 

61.5％ 

（2013・平 25） 

75.0% 

（2028 年） 

 現状値：「平成 25年住宅・

土地統計調査」 

 目標値：「栃木県住宅マス

タープラン」準用 

                        

【施策の展開】 

１．高齢者等にやさしい住宅供給 

（１）高齢者、障がい者等に対応した住宅の改善整備の促進 

高齢者、障がい者等が居住する住宅の改修相談の充実や補助制度等の活用により、身体の状況に応

じた持ち家のバリアフリー化を促進します。また、今後の高齢化の進行に備えた高齢者世帯の持ち家

居住の維持対策等の研究・検討を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①住宅改修相談の充実 市 

②補助制度等を活用した住宅のバリアフリー化の促進 

・障がい者日常生活用具給付事業、介護保険における住宅改修制度等の情報提供 
市 

③リバースモーゲージ＊の情報収集・提供 

・高齢者向け返済特例制度＊等の情報提供 
市 

④高齢者世帯の持ち家居住の維持対策等の研究・検討 市 

 

（２）高齢者、障がい者等が入居しやすい民間住宅の確保 

高齢者、障がい者等が持ち家以外でも安心して暮らせるようにするため、バリアフリー化された高

齢者向け住宅の供給促進や高齢者等の入居を拒まない民間賃貸住宅の確保などを図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①バリアフリー化された高齢者専用住宅等の供給促進 市/事業者 

②高齢者等の入居を拒まない民間賃貸住宅を扱う住宅関連事業者の情報提供 

・セーフティネット住宅登録制度等の活用(再掲) 新規 

・サービス付き高齢者向け住宅制度の活用 新規 

市/事業者 
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２．高齢者等への居住支援サービスの充実 

（１）高齢者、障がい者等の居住を支えるサービスの維持・向上 

高齢者、障がい者等の自立した生活を支えるため、ソフトとハードの両面から、在宅生活支援や介

護サービスなど、現在実施している公的な生活支援サービスの維持を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①高齢者等の自立した生活を支えるサービスの維持 市/事業者/市民 

②居住系高齢者福祉施設によるサービスの提供の確保 新規 市/事業者 

 

（２）地域福祉ネットワークの構築 

高齢者、障がい者等が地域で安心して住み続けられる環境の整備を図り、地域での高齢者等の見守

り体制や公的な福祉サービスなどを組み合わせた支援体制を検討し、その構築を図ります。また、地

域住民が主体となって取り組む地域福祉活動などの取り組みを支援し促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①地域での見守り体制と公的な福祉サービス等を組み合わせた支援体制の構築 市/市民 

②地域住民が主体となった見守り活動をはじめとした地域福祉活動などの取り

組みへの支援 

・生活支援体制整備事業＊〔市〕新規 

市/市民 
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基本目標３ 誰もが居住の安定を確保できる住まい・まちづくり 

公営住宅と民間賃貸住宅との連携により、真に住宅に困窮している世帯が、適切な広さ・設備のあ

る住宅で安定して暮らせるようにします。 
 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 備考 

最低居住面積水準＊未満率 
3.1％ 

（2013・平 25） 
早期解消 

 現状値：「平成 25 年住宅・

土地統計調査」 

 目標値：「栃木県住宅マスタ

ープラン」準用 

入居を拒まない民間賃貸住宅登録戸数 

(セーフティネット住宅登録戸数) 

新規 

0戸 

（2018・平 30） 

100戸 

（2028年） 

 現状値：「一般社団法人すま

いづくりまちづくりセンタ

ー連合会」セーフティネッ

ト住宅情報提供システム 

 目標値：「第 5章 4.市営住宅

の供給方針」参照 

 

【施策の展開】 

１．公営住宅の的確な維持と適切な管理 

（１）市営住宅ストックの総合的な活用 

老朽化している市営住宅は、適切な用途廃止や建替え・統合整備等を推進するとともに、住宅の長

寿命化や安全性、居住性などの確保のため、必要な修繕・改善を図ります。また、市営住宅ストック

の総合的な活用のため、管理の適切化・効率化を計画的に推進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①老朽化している市営住宅の用途廃止・建替えの推進 市 

②団地の統廃合の検討 新規 市 

③市営住宅の適切な維持管理と修繕・改善 市 

④市営住宅の長寿命化 新規 市 

 

（２）市営住宅の入居の公平性確保と管理の適切化、効率化の推進 

真に住宅に困窮する世帯の適正な入居及び入居の公平性の確保を引き続き図ります。これらとあわ

せて、民間事業者と連携した住宅管理を検討するなど、管理業務の効率化を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①真に住宅に困窮する世帯の市営住宅への適正な入居 市 

②入居の公平性の確保 市 

③管理業務の効率化 

・指定管理者制度＊の導入の検討など 
市 
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２．住まいのセーフティネットへの対応 

（１）民間賃貸住宅による市営住宅の補完 

市営住宅だけでは全ての住宅に困窮する世帯への対応が困難であることから、不足する市営住宅を

補完するため、セーフティネット住宅登録制度やサービス付き高齢者向け住宅制度などの、民間賃貸

住宅を活用した住宅セーフティネットの構築を検討し推進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネットの検討・推進 

・セーフティネット住宅登録制度等の活用(再掲) 新規 

・サービス付き高齢者向け住宅制度の活用(再掲) 新規 

市/事業者 
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基本目標４ 良質で安全な住まい・まちづくり 

新築・建替やリフォームなどの住宅の整備に加えて、住環境の整備を図ることにより、耐震性や安

全性が高く、省エネルギー対策を講じた快適性が高い住宅で暮らせるようにします。 
 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 備考 

新耐震基準＊が求める耐震性を有する 

住宅ストックの比率（耐震化率） 

81.5％ 

（2015・平 27） 

95.0％ 

（2020 年） 

 現状値及び目標値：「真岡

市建築物耐震改修促進計

画(2016～2020)」準用 

一定※の省エネルギー対策を講じた 

住宅ストックの比率 

（※二重サッシ又は複層ガラスの窓） 

29.7％ 

（2013・平 25） 

40.0％ 

（2028年） 

 現状値：「平成 25年住宅・

土地統計調査」 

 目標値：前計画の値を踏襲 

 

【施策の展開】 

１．質の高い住宅供給 

（１）良質な住宅の供給促進 

住宅の新築や建替時など新たな住宅の供給にあたり、長期優良住宅や低炭素住宅など、安全性や耐

久性、居住性などの住宅性能が高い住宅の普及により、住宅の質の向上を図るとともに、長く有効に

利用できる住まいづくりを促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①長く利用できる良質な住宅の供給促進 

・長期優良住宅認定制度＊、優良住宅取得支援制度＊、住宅瑕疵担保履行法＊

の普及 

市/事業者 

②住宅性能表示制度＊・住宅瑕疵担保履行法＊等の情報提供・普及の促進 市/事業者 

③県産木材を活用した良質な木造住宅の供給促進 

・とちぎ材の家づくり支援事業＊[県]の活用促進 

・低炭素住宅登録制度＊〔県〕の普及新規 

市/事業者 

④公共下水道事業並びに農業集落排水事業区域外での浄化槽設置の推進 

・浄化槽設置補助制度＊[市]の活用促進 
市 

⑤建築規制の的確な対応 市 
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（２）住まいの省エネルギー・環境共生の促進 

民間事業者との連携により、環境共生住宅＊、省エネルギー住宅、再生可能エネルギー設備や健康

等に配慮した住宅、ＣＯ2の削減に効果のある県産木材を活用した住宅などの情報提供により、住ま

いの省エネルギー化や環境共生を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①環境共生、省エネルギー、再生可能エネルギー設備や健康等に配慮した住宅

の情報提供 

・住宅用太陽光発電システム設置補助事業＊[市]の活用促進 

市/事業者 

②県産木材を活用した良質な木造住宅の供給促進 

・とちぎ材の家づくり支援事業＊の活用促進(再掲) 
市/事業者 

 

（３）住宅に関する建設廃棄物の減量・再資源化の促進 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）の普及・啓発に努め、住宅に

関する建設廃棄物の減量や分別解体、再資源化を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

建設リサイクル法の普及・啓発と建設廃棄物の減量、分別解体、再資源化の 

促進 
市/事業者 

 

２．リフォームによる住宅の質の向上 

（１）安定して住み続けるためのリフォームの促進 

住宅ストックを有効活用しながら住み慣れた住宅で長く安定して住み続けるため、住宅の質の向上

を図るリフォームに関する情報提供や相談体制の充実を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①リフォームに関する情報提供・相談 市/事業者 

②安心してリフォームの相談・依頼ができる事業者等の情報提供 

・増改築相談員＊等の情報提供 
市/事業者 
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３．住宅の安全性の向上 

（１）耐震性、防犯性など住宅の安全性に関する情報提供と意識の啓発 

大地震発生の可能性に備えた住宅の耐震性、防犯等の安全対策に関する情報提供により、住み手だ

けでなく住宅関連事業者などに対して、住宅の安全性に関する意識啓発を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①耐震・防犯等の安全対策に関する情報提供、意識啓発 市/事業者 

②耐震改修以外の安全対策の普及促進 新規 市/事業者 

 

（２）住宅の耐震診断・耐震改修の促進 

新耐震基準が適用される前の昭和 56 年以前に建築された住宅について、耐震診断や耐震改修への

助成制度、住宅耐震改修に伴う固定資産税減額措置、耐震アドバイザー派遣等の各種支援制度の活用

により、耐震診断やその結果に応じた耐震改修を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

支援制度を活用した耐震診断・耐震改修の促進 

・耐震アドバイザー派遣事業＊、住宅の耐震診断・耐震改修助成制度＊、住宅

耐震改修に伴う固定資産税減額措置＊[市]の活用促進 

・耐震アドバイザー認定・登録制度＊[県]の情報提供 

市/事業者 

 

（３）住宅の防犯性向上の促進 

住まい手や住宅関連事業者などへ向け、犯罪の防止に配慮した住宅に関する情報提供などに努め、

住宅の防犯性向上を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

栃木県の「犯罪の防止に配慮した住宅に関する指針」＊の情報提供 市 

 

（４）災害に強い住宅市街地の形成 

地震発生時に通行を確保すべき、緊急輸送道路沿道等における住宅の耐震化の促進による建物の倒

壊の防止、行き止まり道路の解消、狭あい道路の拡幅整備などにより、災害時の避難経路を確保する

ことで、災害に強い住宅市街地の形成を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①耐震性が不足する住宅の耐震化の促進 市/市民 

②市街地における行き止まり道路の解消、狭あい道路の拡幅整備の推進 市 
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（５）地域の防犯性向上の促進 

安全な住宅地の形成に向け、防犯に関する情報提供等による意識の啓発・高揚を図るとともに、地

域における防犯活動への取り組み支援や、防犯灯整備への支援等により、地域の防犯性の向上を促進

します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①地域の防犯意識の啓発・高揚 

・栃木県の「犯罪の防止に配慮した道路・公園・駐車場に関する指針」＊の情

報提供(再掲) 

市 

②地域で取り組む防犯活動への支援 

・女性防犯クラブへの活動支援等 
市/市民 

③防犯灯整備への支援 市/市民 

 

（６）生活道路の安全性の向上 

住宅地における安全な道路形成に向け、狭あい道路や交通量が多い生活道路の拡幅等により、生活

道路の安全性の向上を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①市街地や集落地における行き止まり道路の解消、狭あい道路や生活道路の拡

幅の推進 
市 

②生活道路の安全性向上のため、ハンプ＊、狭さく＊、歩行空間の確保などの

調査検討 
市 

 

４．住宅産業の担い手の育成 

（１）住宅政策や住宅産業を担う人材の育成 

住宅政策を支援する相談員やアドバイザーなどの専門家の育成を図るとともに、住宅産業を担う工

務店や大工等の人材の育成や就業を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①住宅政策に係る人材の育成 

・増改築相談員＊等の情報提供(再掲) 

・耐震アドバイザー派遣事業＊(再掲) 

・入居を拒まない民間賃貸住宅を積極的に扱う地域の住宅関連事業者の情報提

供(再掲) 

市/事業者 

②地域の工務店・大工等の人材育成 新規 市/事業者 

③住宅関連産業への就労促進 新規 市/事業者 
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（２）地域産材の活用 

住宅の地産地消に向け、とちぎ材の家づくり支援事業による県産木材を活用した良質な木造住宅の

供給を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

県産木材を活用した良質な木造住宅の供給促進 

・とちぎ材の家づくり支援事業＊の活用促進(再掲) 
市/事業者 



37 

基本目標５ 空き家の発生を抑制する住まい・まちづくり 

市場に流通していない空き家が、腐朽破損＊などにより管理不全とならないよう活用するとともに、

安全上問題がある空き家は除却することなどにより、空き家の発生を抑制します。 
 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 備考 

空き家のうち二次的※1、賃貸・売却用

空き家以外のその他の空き家※2数 

新規 

（※1 別荘など普段住んでいない住宅） 

（※2 二次的、賃貸・売却用以外の住ん

でいない住宅で、長期不在、建替予定、

空き家の区分判断が困難な住宅を含む） 

1,150戸 

（2013・平 25） 

1,400戸程度

に抑える 

（2028 年） 

 現状値：「平成 25年住宅・

土地統計調査」 

 目標値：「栃木県住宅マス

タープラン」準用 

空き家の腐朽破損＊率 新規 
32.2％ 

（2013・平 25） 

30.0％ 

（2028年） 

 現状値：「平成 25年住宅・

土地統計調査」 

 目標値：現状値 5％ダウン 

持ち家のうち中古住宅を取得した住宅

の割合 新規 

3.5％ 

（2013・平 25） 

7.0％ 

（2028年） 

 現状値：「平成 25年住宅・

土地統計調査」 

 目標値：現状値の倍増 

 

【施策の展開】 

１．空き家の管理 

（１）空き家の適切な維持管理の促進 

空き家に関する維持管理サービスの利用や専門家の派遣による情報提供・相談等により、空き家が

管理不全にならないように空き家所有者に適正な管理を促します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①空き家の維持管理サービスの利用促進 新規 市/事業者 

②空き家に関する専門家の派遣 新規 市/事業者 

③維持管理に関する情報提供・相談(再掲) 市/事業者 

 

（２）空き家にならないための予防 

空き家の発生を抑制するため、空き家になった場合に発生する問題点等の情報提供や、住み替え支

援制度＊の情報提供と活用等により、住宅の所有者に対して空き家化の予防に関する意識啓発を行い

ます。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①空き家になった場合に発生する問題点などの情報提供 新規 市 

②住み替え支援制度＊の情報提供・活用促進(再掲) 市/事業者 
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２．空き家の活用 

（１）空き家の質の向上 

空き家を多様な居住ニーズに対応できる地域資源と捉え、情報提供、既存住宅状況調査（インスペ

クション）＊の普及、各種支援制度を活用するなど、リフォームを行う環境を整備することにより、

空き家の質の向上を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①空き家の活用事例等に関する情報提供 新規 市 

②既存住宅状況調査（インスペクション）＊の普及 新規 市/事業者 

③リフォームに関する情報提供・相談(再掲) 市/事業者 

④安心してリフォームの相談・依頼ができる事業者等の情報提供 

・増改築相談員＊等の情報提供(再掲) 
市/事業者 

⑤各種支援制度を活用した耐震診断・耐震改修の促進 市/事業者 

 

（２）空き家の流通 

空き家の状態が続かないよう住宅市場に流通させるため、空き家バンク制度の情報提供や、空き家

情報の収集などにより、空き家と利用希望者とのマッチングを図ります。また、空き家の借り手がリ

フォームを行う仕組みの普及、農村地域の空き家の有効活用を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①住宅関連事業者等と協力・連携した空き家バンク等の推進 市/事業者 

②住宅性能表示制度＊・住宅瑕疵担保履行法＊等の情報提供・普及の促進 

(再掲) 
市/事業者 

③住宅セーフティネットとして空き家の活用 

・セーフティネット住宅登録制度等の活用(再掲) 新規 
市/事業者 

④民間賃貸住宅の空き家の流通促進 

・借り手がリフォームを行う DIY 型賃貸借＊等の調査・検討 新規 
市/事業者 

⑤自治会等からの空き家情報の提供・共有 新規 市/市民 

⑥「真岡式グリーンツーリズム」＊の構築による魅力ある農業を最大限に 

活かした農業体験や農泊を通した農村地域の空き家の有効活用 新規 
市/市民 
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３．空き家の除却 

（１）空家等対策の推進に関する特別措置法（空家法）に基づく特定空家に対する措置の推進 

安全や治安、景観、衛生などに問題がある空き家については、空家法に基づき特定空家に認定する

ことにより、助言や指導、勧告、命令、代執行等の適正な措置を行いその解消を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①空家法に基づく特定空家に対する措置の実施 新規 市 

②特定空家の認定基準の検討 新規 市 

③安全、治安及び景観の維持・確保のための放置空き家対策の検討・推進 

（老朽危険建築物の適正管理等の促進） 
市 

 

（２）除却後の跡地の活用 

空き家を除却した跡地等は、住宅関連事業者等との協力・連携による有効活用を促進し、空き地の

解消を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

住宅関連事業者等と協力・連携した空き地の活用促進 市/事業者/市民 
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基本目標６ 多様なライフスタイル・ライフステージに対応できる住まい・まちづくり 

既存住宅の流通や適正な管理、リフォームを行うとともに、これらの情報を市民に提供することで、

多様なライフスタイル・ライフステージに対応できるようにします。 
 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 備考 

住まいに対する満足度 
62.9％ 

（2018・平 30） 

66.0％ 

（2028年） 

 現状値：「平成 30年市民ア

ンケート」 

 目標値：現状値 5％アップ 

持ち家のうちリフォーム実施戸数の住

宅ストック戸数に対する割合新規 

8.7％ 

（2009～2013・

平 21～25平均） 

17.0％ 

（2028年） 

 現状値：「平成 25年住宅・

土地統計調査」 

 目標値：現状値の倍増 

 

【施策の展開】 

１．既存住宅の流通 

（１）既存住宅の活用の促進 

家族形成期＊に応じた住宅のリフォームや、良好なリフォーム事例等の情報を提供するとともに、

リフォームを促進する支援策の検討をすることにより、既存住宅の活用を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①家族形成期＊に応じた住宅のリフォームの促進 市/事業者 

②リフォーム促進支援策の検討新規 市/事業者 

③住宅関連事業者や設計事務所等と連携した良好なリフォーム事例等の情報

提供の推進 
市/事業者 

 

（２）既存住宅の流通の促進 

既存住宅の有効活用に役立つ事例や定期借家制度＊、住宅性能表示制度＊、既存住宅状況調査（イ

ンスペクション）＊など、既存住宅の流通に関する情報提供や空き家バンク制度の推進などにより、

既存住宅の活用や流通を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①住宅性能表示制度＊・住宅瑕疵担保履行法＊等の情報提供・普及の促進 

(再掲) 
市/事業者 

②定期借家制度＊の普及促進 市/事業者 

③住宅関連事業者等と協力・連携した空き家バンク制度等の推進 市/事業者 

④既存住宅状況調査（インスペクション）＊の普及(再掲) 新規 市/事業者 
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（３）住み替え支援等による居住ニーズに応じた適切な居住水準の確保 

家族形成期＊に応じた住み替えに役立つ情報の収集・提供の検討、既存住宅を活用した住み替え支

援に関する情報提供や活用を促進します。 

これらにより、居住面積水準＊における住宅規模と世帯人数とが適当でない状況を解消し、家族形

成期＊や居住人数に応じた適切な居住水準の確保を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①家族形成期＊に応じた住み替えに役立つ情報の収集・提供 

・三世代居住、隣居・近居＊など子育て世帯に役立つ情報の提供(再掲) 
市 

②住み替え支援制度＊の情報提供・活用促進(再掲) 市 

 

２．住宅の適正管理 

（１）住宅の適正な維持管理の促進 

住宅の長期的な活用と、安全で快適な状況の維持、資産価値の維持など、持ち家所有者や賃貸住宅

所有者の意識啓発を図ることにより、適正な維持管理を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①維持管理に関する情報提供・相談(再掲) 市/事業者 

②持ち家所有者、賃貸住宅所有者に維持管理への意識啓発 新規 市 

 

（２）老朽化している住宅の適切な建替え等の促進 

老朽化が進み、安全性や居住性などが低下している住宅については、建替えに関する情報提供・相

談体制の充実を図り建替えを促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

建替えに関する情報提供・相談 市/事業者 

 

 



42 

３．住情報の充実 

（１）住宅相談体制の強化 

市民に、住宅に関連する情報を適切に提供するため庁内の連携体制を強化します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

住宅相談に関する庁内の連携体制の強化 市 

 

（２）住意識の啓発 

住生活を豊かにしていくためは、より良い住まいと暮らしのあり方について理解を深めることや地

域に愛着を持つことが大切であることから、市民への住生活に関する様々な住宅情報を提供するとと

もに、市民の住意識の啓発を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

住生活を豊かにしていくための住宅情報の提供、住意識の啓発 

・「住教育ガイドライン」＊（国土交通省・㈳住宅生産団体連合会）等の情報

提供  

市 

 

（３）住宅に関する市民の消費者保護 

県や住宅関連事業者等と連携し、住宅取得、維持管理、賃貸住宅経営等に関する情報の市民への発

信・提供、トラブル防止に関する情報提供・相談等により、住宅に関する市民の消費者保護を図りま

す。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①県や住宅関連事業者等と連携した住宅取得、維持管理、賃貸住宅経営等に関

する情報の収集・充実と市民への発信・提供 
市/事業者 

②住宅取得、貸借などについてのトラブル防止に関する情報提供・相談等によ

る住宅に関する消費者環境の確保 

・「賃貸住宅標準契約書」モデル、「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」

＊などの情報提供  

市 
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基本目標７ 地域の魅力が向上する住まい・まちづくり 

市街地から集落地等の多様な真岡市の住宅地について、にぎわいや景観、自然などその特性を活か

した整備や市民活動、地域間の連携などにより、地域の魅力がさらに向上するようにします。 
 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 備考 

まわりの住環境に対する満足度 
69.0％ 

（2018・平 30） 

74.0％ 

（2028年） 

 現状値：平成 30 年市民ア

ンケート 

 目標値：現状値 5％アップ 

市街化区域内整備率（区画整理整備済

面積／工業専用地域を除く市街化区域

面積） 新規 

65.8％ 

（2018・平 30） 

76.6％ 

（2028年） 

 現状値及び目標値：土地区

画整理事業計画書 

 

【施策の展開】 

１．快適に暮らせる住宅地の形成 

（１）住宅地のバリアフリー化の推進 

ユニバーサルデザインやバリアフリーに関する情報提供等により、市民のユニバーサルデザインに

関する意識の啓発・向上を図るとともに、道路や市民の利用が多い施設等のバリアフリー化を推進し、

住宅地における市民の円滑な移動等を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①ユニバーサルデザインに関する意識の啓発・向上 市 

②道路や市民の利用が多い施設等のバリアフリー化の推進 市 

 

（２）良好な景観・まち並みの維持・形成の促進 

土地区画整理事業等において、良好な景観を支える都市基盤整備や、良好な住宅地や集落地の自然

景観等の保全・形成等を推進するともに、市民の景観意識の啓発や、市民参加による景観まちづくり

などを促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①土地区画整理事業等による都市基盤整備の推進 市 

②市民の景観意識の啓発・向上 市/市民 

③良好な住宅地や集落地の自然景観等の保全・形成 

・地区計画、古木・名木指定制度＊[市]等の周知 
市 

④市民参加による景観形成の推進 市/市民 
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（３）自然環境と調和する住宅地の形成 

自然環境と調和する住宅地の形成に向け、都市計画法に基づき、適切な土地利用の規制・誘導を図

るとともに、身近な公園・緑地の整備・充実や住宅地における緑化を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①都市計画や開発許可制度等に基づく適切な土地利用の規制・誘導 市 

②住宅地における緑化の促進 市/事業者/市民 

 

（４）市民が自ら取り組むまちづくりの支援 

防犯活動、景観の保全、身近な公共施設の管理、地域における支え合いなどのまちづくりや、コミ

ュニティの醸成に関する市民の自主的取り組みを支援し、協働によるまちづくりを推進するとともに、

住まい・まちづくり・環境等に関する学習機会の創出・充実を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①防犯、まちづくりなどに関する市民の自主的取り組みへの支援、協働による

まちづくりの推進 
市/市民 

②住まい・まちづくり・環境に関する学習機会の創出・充実 

・もおか出前講座＊[市]等を活用した学習機会の創出推進 
市/市民 

 

２．コンパクトシティに基づく居住誘導 

（１）まちなかの住宅供給促進の検討・推進 

まちなかにおける民間資金を活用した賃貸住宅等の整備促進や、住み替え支援制度＊の活用促進な

どを検討し、推進することにより、まちなか住宅の供給を促進します。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①まちなかへの住宅建設、住宅入居等に関する補助・支援の研究・検討 市 

②まちなかでの公的住宅の維持・確保の検討・推進 市 

③住み替え支援制度＊の情報提供・活用促進（再掲） 市 
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（２）集落地等の居住環境の維持・向上の推進 

集落地等の生活道路、排水路等の生活環境基盤の整備・充実を図るとともに、郊外地域における良

好な田園景観との調和を取りながら、居住環境の維持・向上を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

①生活道路、排水路等の生活環境基盤の整備・充実 市 

②郊外地域における田園景観との調和のとれた居住環境の維持・向上 市 

 

（３）公共交通ネットワークの形成 

人口減少・超高齢社会における公共交通の維持・充実に向け、市街地と周辺地域との交通ネットワ

ークの整備を推進し、住宅地の利便性と魅力の向上を図ります。 

 

■主な取り組み 

取り組み 実施主体 

人口減少・超高齢社会に対応した公共交通の維持・充実の推進 市 
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	資料６　用語解説
	か行
	家族形成期
	結婚をして子供が生まれ、育児を行う時期。
	環境共生住宅
	「環境共生住宅」とは、地球温暖化防止等の地球環境保全を促進する観点から、地域の特性に応じ、エネルギー・資源・廃棄物等の面で適切な配慮がなされるとともに、周辺環境と調和し、健康で快適に生活できるよう工夫された住宅及び住環境のこと。
	既存住宅状況調査（インスペクション）
	平成30年4月1日より、既存住宅の取引において、宅地建物取引業者との媒介契約書面に建物状況調査のあっせんの有無が記載されることとなり、売主が、売却する物件の調査時点における状況を確認することで、取引後のクレーム等のトラブル回避や購入希望者に安心感を与え、他の売却物件と差別化が図れる。
	調査は、国土交通省の定める講習を修了した建築士が、建物の基礎、外壁など建物の構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分に生じているひび割れ、雨漏り等の劣化・不具合の状況を国土交通省の定める基準に従い、原則として目視・非破壊検査により行う。
	狭さく
	生活道路において、自動車の速度を減速させることを目的として一部車幅を狭くさせた部分のこと。
	居住面積水準
	住生活基本計画(全国計画)の中で示された、世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活の基礎として、多様なライフスタイル（生活様式）に対応するために必要な住宅の面積に関する水準。誘導居住面積水準と最低居住水準が示されている。
	近居
	「親世帯」と「子世帯」が近くに暮らす形、お互いが日常的にサポートし合い、生活を豊かにしてゆこうというもの。
	原状回復をめぐるトラブルとガイドライン
	民間賃貸住宅の退去時における原状回復をめぐるトラブルの未然防止のため、賃貸住宅標準契約書の考え方、裁判例及び取引の実務などを考慮し、原状回復の費用負担のあり方について、妥当と考えられる一般的な基準をガイドラインとして国土交通省が取りまとめたもの。
	高齢者向け返済特例制度（一括償還型バリアフリーリフォーム融資制度）
	高齢者（60歳以上）が自ら居住する住宅にバリアフリー工事または耐震改修工事を施すリフォームを行う場合、ローンの返済を軽くすることができる住宅金融支援機構の特別の融資制度。最大1,000万円までの融資を受けることができ、生存時は、利子分のみの返済、死亡時に住宅資産など活用したローンの一括償還をすることができる。この融資制度には高齢者居住視線センターが債務を保証する。
	古木・名木指定制度
	健全で樹容が美観上特に優れており将来共に保存すべき樹木を古木、名木として指定する制度[市]。
	さ行
	住教育ガイドライン
	次の時代を担う子どもたちが、普段の暮らしの中で、より豊かな住生活や住環境を実現していくために何が必要かに気づき、考え、実践していく力を養う住教育の場を整えていくためのガイドライン。
	住宅瑕疵担保履行法
	新築住宅を供給する事業者（新築住宅の売主である建設業者、宅建業者等）に対して、瑕疵があった場合の補修等が確実に行われるよう、保険加入（国土交通大臣の指定する保険法人との間で保険契約を締結）または保証金の供託を義務付けるもので、事業者は住宅に欠陥があった場合に、補修や瑕疵によって生じた損害を賠償する責任を10年間負うことを義務付けた法律。万が一、事業者が倒産した場合等でも、一定の補修費用の支払いが保険法人から受けられ、消費者が安心して新築住宅を取得できるもの。
	住宅完成保証制度
	住宅の建設中、万が一、業者の倒産などで工事が中断してしまった場合、住宅保証機構(株)等の保証会社が、前払い金の損失や追加で必要な工事費用を保証する制度。工事を引継ぎ完成させる業者のあっせんを受けることもできて住宅完成をサポートする。
	住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額措置
	住宅耐震改修を実施した住宅について一定期間、固定資産税が減額される。
	住宅性能表示制度
	｢住宅の品質確保の促進等に関する法律｣に基づき、住宅の性能を評価し表示するための基準や手続きが定められている。客観的な評価をする第三者機関を、登録住宅性能評価機関として登録し、登録住宅性能評価機関は、申請に基づき、設計段階の評価（設計住宅性能評価）と施工段階と完成段階の評価（建設住宅性能評価）を行う。建設住宅性能評価書が交付された住宅については、指定住宅紛争処理機関（各地の単位弁護士会）に紛争処理を申請することができる。
	住宅の耐震診断・耐震改修助成制度
	新耐震基準前に建築された持ち家の木造住宅の耐震診断・耐震改修を行う場合に費用の一部を市が助成する。
	住宅用太陽光発電システム設置補助事業
	住宅に太陽光発電システムを設置する市民の方に、設置費用の一部を補助する事業[市]。
	指定管理者制度
	サービスの向上、経費等の節減を図ることを目的に、公の施設の管理運営を民間事業者やNPO法人、ボランティア団体等幅広い団体に委ねる制度。
	浄化槽設置補助制度
	合併浄化槽を新たに設置、または単独浄化槽を合併浄化槽に設置替えに対する補助制度[市]。
	新耐震基準
	建築基準法施行令の改正により昭和56年6月1日より施行された新しい耐震基準。中規模の地震（震度5強程度）に対しては、ほとんど損傷を生じず、極めて稀にしか発生しない大規模の地震（震度6強から震度7程度）に対しても、人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じないことを目標としている。
	住み替え支援制度
	住み替え希望のミドル世代・シニア世代へ新たな住み替え先となる適切な賃貸住宅や福祉施設の情報をご提供し、希望者が所有する住宅で耐震性等の一定の基準に適合する住宅を、賃料を保証しつつ、長期的に継続して借上げ、子育て世帯等へ賃貸する制度など。
	生活支援体制整備事業
	市・社会福祉協議会等が連携しながら、地域における高齢者等の日常生活上の支援体制の充実化を図る事業。
	増改築相談員
	戸建住宅などの増改築の専門家。住宅新築工事またはリフォーム工事に関する実務経験が10年以上ある者で、住宅リフォームに関する研修会を受講し、考査に合格後、(財)住宅リフォーム・紛争処理支援センターに登録したもの。
	た行
	耐震アドバイザー認定・登録制度
	建築士を対象に、県民の要望に応じて耐震に関するアドバイスを行う「栃木県耐震アドバイザー」を募集・認定する。
	耐震アドバイザー派遣事業
	栃木県の認定を受けた耐震に関するアドバイスを行う建築士を派遣。
	地区計画
	ある一定の地区を単位として、道路公園等の配置や建物のつくり方などついて都市計画で定める計画。
	長期優良住宅認定制度
	長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅を「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」で定める基準に基づき認定する制度。税制の特例措置が得られる。
	賃貸・売却用等の住宅
	新築 中古を問わず 賃貸又は売却のために空き家になっている住宅。
	定期借家制度
	平成12年３月１日に施行された「良質な賃貸住宅等の供給の促進に関する特別措置法」に基づく制度。契約で定めた期間の満了により、更新されることなく借家契約が終了する契約を「定期借家契約」という。｢従来型の借家契約」では、正当な事由がない限り家主から契約更新を拒否することはできない。平成12年３月１日以降の借家契約は、家主と借家人の双方の話し合いで「従来型の借家契約」と「定期借家契約」のいずれかを選択できる。
	DIY型賃貸借
	借主（入居者）の意向を反映して住宅の改修を行うことができる賃貸借契約や賃貸物件。借主自ら改修する場合や専門業者に発注する場合など、工事の実施方法は様々である。
	低炭素住宅登録制度
	市街化区域等内において、低炭素化のための措置が講じられた建築物の新築等をしようとする際に申請することができる。認定を受けた建築物については、低炭素化に資する措置をとることにより通常の建築物の床面積を超えることとなる一定の床面積について容積率算定の基礎となる床面積に算入しないこととしている。また、認定を受けた一定の新築住宅については、税制優遇措置の対象となる。
	とちぎ材の家づくり支援事業
	栃木県産の木材を使った住宅を、建築や購入する場合に県から助成を行うもの。
	な行
	二次的住宅
	別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
	は行
	バリアフリー
	住宅等において、高齢者や障がい者等の身体特性に配慮して、車椅子で通行可能な廊下の幅員の確保、床の段差解消、手すりの設置など、様々な建築上の障害を取り除く設計手法。
	犯罪の防止に配慮した住宅に関する指針
	「栃木県安全で安心なまちづくり推進指針」に基づき、犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する必要な事項を示し、犯罪の防止に配慮した住宅の普及を図ることを目的とした県の指針。
	ハンプ
	交通安全対策のために、道路の路面に設けられた凸状の部分のこと。通過する車両を一時的に押し上げるもので、事前にこれを見たドライバーが速度を落とすことをねらっている。自動車を減速させて歩行者・自転車の安全な通行を確保することを目的に設置する。
	腐朽破損
	建物の主要部分やその他の部分に不具合があるもの。例えば，外壁がところどころ落ちていたり，壁や基礎の一部にひびが入っていたり，かわらが一部はずれているものや，雨どいが破損してひさしの一部が取れている場合など。
	保留地購入資金融資制度
	真岡市内で実施している土地区画整理事業（市施行・組合施行等）の保留地（公売保留地・随意契約保留地）を購入するときなどに利用できる融資。
	ま行
	もおか出前講座
	市民が主催者となり、そこへ市職員や民間の講師を派遣する制度[市]。
	真岡式グリーンツーリズム
	本市の魅力ある農業を最大限に活かした、農業体験や農泊を通して、都市の農村の交流を推進し、本市への移住と本市での起農につなげていく制度。
	や行
	優良住宅取得支援制度
	民間金融機関と住宅金融支援機構が提携し提供している長期固定金利住宅ローンのフラット35を利用する際に、省エネルギー性、耐震性、バリアフリー性、耐久性・可変性のいずれかの２つ以上の要件を満たす住宅を取得する場合に、当初５年間の融資金利について、0.3％の優遇を受けることができる制度。（平成19年度までは４つの基準のうち１つの要件、平成20年度から２つ以上の要件に変更）
	ら行
	リバースモーゲージ
	高齢者が所有する不動産を担保に生活資金等の融資を受け、死亡時に担保物件を処分して借入金を返済する仕組み。
	わ行
	若者・子育て世代定住促進住宅取得支援事業
	「真岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の一環として、若者の市内定住促進と子育て世代の負担軽減を図るため、新築住宅を取得し定住する若者・子育て世代に対し、取得した住宅に係る固定資産税相当額の一部を補助する制度。


